２０２１年６月定例会　　討論　　　２０２１年７月７日　　１２時

宮川えみ子です。日本共産党県議団を代表して討論を行います。
梅雨前線の影響による豪雨で、去る７月３日、静岡県熱海市で大規模な土石流が発生しました。いまだに行方不明者の数もはっきりとわからず大変心配されます。心からのお悔やみとお見舞いを申し上げるものです。
異常気象の下、年々ひどくなる災害を予測し対応すべき時代になって来ています。山間部を削り開発するメガ風力や太陽光発電計画も強い規制が求められ、また、避難指示の在り方も含めて対応が問われています。
全国的にも、また、本県でもコロナ感染が再び広がる中で、オリンピックは中止すべきです。

知事提出議案、議員提出議案、請願について以下討論します。

始めに知事提出議案第２５号と議案第２６号は県の行う建設事業等に対する市町村の負担についてですが、
これは「できる」規定にすぎず、義務では ありません。県内の市町村は、原発事故被害と台風・豪雨災害、地震の被害と災害続きに加え、 新型コロナ感染症への対応など、いっそう負担が増していることから、やめるべきです。

次は、議案第３２号工事請負契約の一部変更についてです。
これはＩＧＣＣ用石炭の輸入先変更により、安い石炭を買うために異物混入対策をするため小名浜港東港にあるふ頭埋立て基礎工事の増額変更です。
２０５０年のカーボンニュートラル宣言での目標達成の観点からも逆行するもので反対です。
イギリス政府は、今年１１月のＣＯＰ２６の議長国ですが、さる６月３０日、石炭火力発電を２０２４年までに１年目標を前倒しして廃止すると発表しました。世界に先駆けて産業革命を成し遂げた英国でその原動力となった石炭がエネルギー源としての役割をおえます。英国は各国に石炭火発廃止を呼びかける方針で日本に対する圧力も一段と強まる可能性があり、今後東港のあり方も問われることになります。

次に議員提出の意見書について申し上げます。
最初に、議員提出議案第８７号・国民投票法の一部を改正する法律の付則に規定された事項と憲法改正の議論を同時平行で進め、活発な憲法議論を行うことを強く求める意見書についてです。
この内容は、国民投票法で国民投票運動中の広告放送及びインターネット等を利用する方法等についてと、憲法改正の議論を同時平行で進めることを求めるものですが、狙いは安倍前首相が進めようとしてきた９条改憲です。今年の憲法記念日に向けての世論調査では、ＮＨＫでは９条改憲をする必要があるが２８％、必要ないが３２％でした。朝日新聞では、変える方がよいが３０％で、変えないほうがよいが６１％でした。

安倍前首相は、集団的自衛権を禁じるとしていた歴代内閣の憲法解釈をひっくり返し、立憲主義を否定する安保法制を、２０１５年９月１９日に国会で成立させ、自衛隊が他国の戦争に積極的に関わることができるよう集団的自衛権を容認する閣議決定を行いました。
更に、安倍氏は２０１７年５月、９条に自衛隊を明記するなどの改憲を２０２０年に行う事を表明しましたが、「戦争する国」づくりに反対する世論と運動によって思惑通りには進みませんでした。そのような中、自民・公明・維新などが国民投票法改定案を衆院に提出しました。しかし、それでも国民の声は広がらず安倍政権は退場しました。過去の戦争への反省に立って作られた憲法を、国民が大切にし受け入れているからです。

ところが菅政権の下で、加藤官房長官は、去る６月１１日の記者会見で改定国民投票法成立とコロナの感染拡大と関連させて「緊急事態の備えに関心が高まっている、進めるには絶好の機会だ」と、国民を苦しめているコロナに便乗した発言をしました。緊急事態条項を持っている・いないに関わらず、コロナのパンデミックは避けられないことは明白です。９条改憲という本質を隠蔽するもので、この意見書は否決すべきです。
　

次に、議員提出議案、第９２号、継続第４９号については、同趣旨なので一括して申し上げます。
議案第９２号はアルプス処理汚染水の海洋放出決定の撤回を、更に、継続議案第４９号は、汚染水の海洋放出に反対し、地上保管の継続を求めるもので、いずれも汚染水の海洋放出方針の撤回・反対を求めるものです。

政府は、東京電力福島第一原発事故に伴う汚染水について、関係者との十分な合意形成を無視し、一方的に今年の４月１３日に海洋放出の方針を決定しました。とりわけ県漁連と交わした「関係者の理解なしにいかなる処分を行わない」とした約束を反故にした極めて不誠実なもので、県民の怒りは大きいものです。

若い後継者が決まった、本格操業が始まった、このタイミングでなぜ、という漁業者の痛切な思いを受け止めるべきです。県漁連・県ＪＡ福島中央会・県森林組合・県生協連等を中心にした２２団体で構成する「地産地消運動促進福島協同組合協議会」は反対声明を発表しました。また、直近の県内自治体の首長アンケートでは７割が反対慎重の意見です。さらに６月議会までに２１の県内市町村議会が撤回・慎重の意見書を上げています。
代表質問でも述べたように、宮城県議会では、最大会派の自民党ベテラン議員が知事に対し繰り返し反対を表明するよう迫っており福島県だけの問題ではありません。

意見書が求めているように、汚染水は海洋放出を撤回・地上保管を継続し、国民的納得の上に国内外の英知を結集すべきです。
よって、議案第９２号・継続第４９号は可決すべきであり、請願７８号、同７９号、継続請願３８号、同３９号は採択すべきです。

議案第８８号は、原子力災害からの復興・再生を求める意見書ですが、海洋放出を前提にするものであり賛成できません。


次に、議案第９１号消費税５％への減税及びインボイス制度の中止を求める意見書についてです。
一昨日の５日、財務省は国の２０２０年度一般会計決算は消費税収入が前年度比１４、３％増の２０兆９７１４億円で、所得税を抜き初めて税収最大になったと発表しました。
安倍政権の下で２度にわたって消費税増税が強行され、所得の低い人ほどさらに重い負担になっています。
一方では相次ぐ法人税や最高税率の引き下げが行われ、ＧＤＰは、１９年度は消費税率１０％への引き上げを契機にマイナス０、５％に落ち込んでおり生産・投資・雇用・消費の循環型の経済が崩れてきています。税の持つ再配分が否定されてきて、格差はかつてなく広がってきているのです。

行き過ぎた法人税減税や非正規労働者の増大などの雇用の破壊で、コロナ禍の下でも大企業を中とした内部留保は７００兆円を超える規模にふくれあがっています。
世界では、５８か国・地域がコロナ危機を受けて付加価値税の減税を行っています。（２０２１年４月３０日現在）

また、２０２３年１０月からのインボイス制度実施（適格請求書保存方式）に向け、今年の１０月１日からインボイス発行事業者の登録申請が始まろうとしています。インボイス制度を実施すれば、売り上げ１０００万円以下の免税事業者を取引から排除し、事業者間の取引慣行を壊し、免税制度を実質的に排除する事になり、一層の零細事業者の打撃になりかねません。
このようなことから、消費税を５％に緊急に引き下げ、インボイス制度の実施の中止を求めることは非常に重要で、当然可決すべきであり、請願７７号も採択すべきです。

次に、議案第９４号旧姓の通称使用の更なる拡充を図り、改姓による日常生活での不便や不利益を早急に解消する事を求める意見書についてです。
世界で夫婦別姓を認めていないのは日本だけです。国連の女性差別撤廃委員会からは再三にわたり是正勧告を受けています。
この意見書は夫婦別姓を認めない事を前提に不利益を解消するために法的整備を求めようとするものです。
不利益は、夫婦別姓を法的に認めることで解消すべきであり、この議案は賛成できません。

議案第９８号学校教育におけるデジタルトランスフォーメーションを適切に進めることを求める意見書についてです。

教育のＩＣＴ化が進められてきた経緯は、教育の側からの要望で生まれたと言うより、財界・大企業の強い求めに応じたものです。当初文科省は「５か年計画」で、コンピューター授業を一日１～２コマ、デジタル教科書やＡＩ技術を活用したドリル等の教材活用程度でよいと説明していました。しかし、財界に一喝され一人一台の端末環境へと大きく舵を切りました。
教育におけるＩＣＴ活用については、使い方によって有効なものになることは否定するものではありません。しかし、今、子どもたちにとって必要なのは人と人との交わりの中で育まれる公教育の意義の発揮です。教員が目配りができて適切な学習が進められるようにすることです。
２０２１年度の文科省の予算は、少人数学級を決めたものの教職員にかかる予算は前年度比５８億円も減額しています。一方、ＩＣＴ化予算は２６３億円にもなっています。
今重要なことは、教員を増やすことで行き届いた教育を推進することです。
よって、この意見書は反対です。

継続議案第５４号「新しい生活様式」が可能となる教育条件を緊急に整備する事を求める意見書と継続議案第７７号２０人程度学級を展望した少人数学級の実現を求める意見書は同趣旨なので一括して申し上げます。
この意見書は、コロナ禍の下、子どもたちの身体的距離が取れず「密状態」となっている。また、長期間の休校での学習の遅れやかつてない不安やストレスをため込んでいることから、２０人程度の行き届いた授業ができるよう、教員及び教室の確保など「新しい生活様式」が可能となるように教育条件の改善を求めるものです。当然可決すべきで、継続請願４０号と６７号は採択すべきです。


継続議案第６７号コロナ禍で困窮する学生の負担を減らすため、学費の減額等を求める意見書についてです。
コロナ禍でアルバイトがなくなったり、仕送りが減ったりで学生の困窮が広がっています。食料や日用品支援のフードバンクも様々な団体が行うようになってきています。
そのような中、すべての学生を対象に、学費半額や免除、給付型奨学金を拡充して学びの継続支援ができるように国に求めているこの意見書は当然で可決すべきで、継続請願５１号は採択すべきです。


継続議案第６８号核兵器禁止条約の参加・調印・批准を求める意見書について申し上げます。
史上初めて核兵器を違法化した核兵器禁止条約が成立してから今日７日で４年目です。今年１月２２日に発行した後も、署名国は８６ヶ国と広がっています。
この下で、被ばく７６年の８月に広島、長崎の両市を中心に開かれる原水爆禁止世界大会に期待と注目が集まっています。
最近アメリカで話題になっている、南シナ海での衝突を発端に核兵器の応酬にエスカレートする米中戦争を描いた小説の共同著者は、元北太西洋条約機構（ＮＡＴＯ）軍最高司令者ですが、「核の使用まで踏み込んだら勝者はいません」と述べ警告を発しています。核大国が対立し、緊張を高めれば偶発的であっても核兵器による衝突を引き起こしかねません。

広島と長崎に投下された原爆は、その時点で２０万人、その後も含めて３０万人が犠牲になり、７６年たっても原爆の後遺症で苦しんでいる多くの被爆者がいます。
長年の被ばく者の運動が世界を動かし実現させた核兵器禁止条約に、ただ一つの戦争被爆国日本が参加し、核なき世界へのリーダーシップをとっていくことが求められます。

[bookmark: _GoBack]福島県議会は、２０００年に「非核平和福島県宣言」を全会派一致で決議しており、その趣旨に沿って、この意見書を採択し、日本政府に核兵器禁止条約への参加・調印・批准を求めていくべきです。当然可決すべきもので、継続請願５２号、５３号は採択すべきです。


最後に、請願８３号学校施設の女子トイレ個室に生理用品を設置する事を求めることについてです。

わが党の質問では、コロナ禍の下、非正規雇用を中心に仕事がなくなるなどで生活が困窮する世帯が増加している、日常生活用品の要望・生理用品支援も重要で、多くの自治体が支援に動いている、学校のトイレに生理用品を設置すべきと質しました。
教育長は、答弁で、公立学校における生理用品の配布は、保健室において養護教諭が児童生徒 に相談を受けながら配布と答弁しました。その観点は大事な事ですが、児童・生徒にとっては自由に気兼ねなく利用できるようにすることが大事であり、学校施設の女子トイレ個室に生理用品を設置する事は重要です。
よって、児童生徒が安心して通学でき、健康で衛生的な生活を保障するために求めている請願は採択すべきです。

　以上で討論を終わります。
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